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在越日系自動車企業における人材内部育成型の
技術移転
法政大学キャリアデザイン学部教授八幡成美
分業体制の中で取引先であるローカル企業に急速
に技術移転が進むからである2)。軽工業から重工
業､ハイテク分野まで短期間内に急速にキャッチ
アップして、今では多国籍的な展開もするように
なった中国の登場で、このような経済発展モデル
は崩れてしまった。結局、中国が外資を利用して
短期間での経済発展を実現したからであるが、そ
の背景には企業活動の国際化を通じて現地への技
術移転が急速に進んだからでもある。
いずれにしても、日本企業のグローバル経営が
本格化してから、かなりの年月が経過しており、
海外生産比率は年々上昇してきており、６～７割
を海外生産に依存する企業も多くなっている。海
外拠点は自前でＲ＆Ｄ機能を備えたり、営業活動
面での自立性も高めたり、人、物、金の現地化を
促進し、地域ごとに統括拠点を設けるなど国籍を
問わない多国籍企業型のオペレーションに切り替
える企業も増えている。とはいえ、単純に発展段
階の最終段階として多国籍企業型の経営があり、
それが成功するわけでもないことは、アメリカ企
業の1970年代の研究3)とその後の世界経済の変
動を振り返れば理解できることである4)。東西冷
戦が終止符を打ち、近代的な技術を急速にキャッ
チアップしている中国、インドなどが世界経済の
中でのプレゼンスを高める中で､先進国企業が単
純に市場でリードできる状況ではなくなってきて
いる5)｡激しい競争の時代に入ったとも言えよう。
特に、近年の中国が軽工業からハイテク産業ま
で外資の積極的な導入によって技術移転を進めな
１海外進出企業と人材育成型の技術移
転
日本企業の海外進出は、１９６０年代から本格化
し、主に現地市場の確保を目的として韓国、台
湾､タイなどへの進出が先行した｡ニクソンショッ
ク、第一次オイルショックを経て急激に円高が進
んだが、それに対応するために１９７０年前後から
はASEANを中心に海外生産が本格的に展開され
はじめ、その後は、貿易摩擦などの経緯もあり、
欧米での現地生産も本格化した。８０年代後半か
らは中国、東欧、インドなど、そして、９０年半
ば以降にはＢＲＩＣ１ｓに加えベトナムなどへの展開
が本格化しており、近年では中国、インドでの生
産増強が顕在的となっている')。
なかでも発展途上国への進出は現地市場の確保
と、相対的に低廉な人件費を活用した生産拠点型
の進出が先行し、業種的には繊維、衣服などが先
行して、電子･電機、化学、金属などが続き、そ
の後で機械、自動車、鉄鋼など大型の設備投資が
求められる基幹型の産業が進出してきた。つま
り、工業化の発展段階により、労働集約的な軽工
業部門から、装置産業である重化学工業、そして
技術集約的な技術集約型産業へと順を追って進む。
日本がリードして､NIES､ＡＳＥＡＮ諸国が順に、
テイクオフ（離陸）したように域内で雁が飛ぶよ
うに順送りで発展してきたことから雁行型経済発
展のモデルと言われたが、その背景には企業活動
を介しての技術移転が大きく作用していた。国際
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がら包括的な工業化を実現し、２０００年以降をみ
ても、鉄鋼、セメント、石炭、化学肥料、テレビ
などで世界一の生産国となり、さらに電気・半導
体や自動車生産などで､外国からの直接投資が今
でも急増している。
技術移転の流れを、電子･精密などのハイテク
分野や自動車産業の基幹技術である金型を例に述
べてみよう。外資が入る前の中国の金型は、現地
企業も一定の技術は持っていたのであるが､国際
的な工業製品として通用する精度､品質のレベル
にはなかった。結局、進出企業が必要に迫られ
て、いろいろ指導したのが実態である。大きく見
れば、曰本から台湾・韓国・香港・マレーシア・
シンガポール･タイなどを経由して、中国へと技
術移転の流れを読み取ることができる。特に金型
技術に関しては樹脂金型は香港企業から、金属金
型に関しては台湾企業6)から華人ネットワークを
通じて中国の地場中小企業にノウハウの移転が進
められたともいえる。特に、中国工業化の先端地
域である深セン、東莞､広州などで彼らの活躍が
目立っている。
中国各地に進出した日本企業も地場の下請け企
業を指導しながら金型を調達したし、指導も強力
にやってきた。また、中国の大学が産学連携に熱
心で放電加工機などの先端的な工作機械技術や
CAD-CAM技術などの開発に取り組んできたこと
(上海交通大学が有名で、例えば放電加工機のソ
デックと共同研究を2002年に訪問した時にして
いた）や、街にはＣＡＤソフトの違法コピーが安
価に流通しており、学生でも簡単に購入して利用
できた7)などの理由も加わり、国産化政策の中で
先進技術のキャッチアップを短期間内に急速に進
めることを可能にした大きな要因である8)。
経済産業省は金型技術は世界的にトップレベル
であるから民間に任せておけば大丈夫と胡座をか
いてまともな対応をしてこなかったこともあっ
て､85年当時７千事業所あった金型関連の事業所
は07年には５千２百事業所にまで減少し､弱体化
してしまっている。日本の理系大学には金型学科
がないが、これは世界的にも珍しい。中国では多
くの工学部に金型学科があり、金型加工を専門的
に勉強した学生が卒業し、経済界で活躍し始めて
いるのとは対照的である。とはいえ、金型技術の
ように経験のある優秀な技能者､技術者がいて始
めて成り立つものでは短期間内に技術移転をする
ことは難しいのも事実である。
プラスチック金型はデジタル技術での対応が容
易なので、CAD-CAMとＭ/Ｃを使えば、かなり
の精度のものができてしまう。これは経験はあま
りなくても､知識があればそこそこのものができ
てしまう世界である。これに対し、自動車のプレ
ス金型や半導体のリードフレーム、アルミ缶のプ
ルトップ､モーターコアなどの金属金型はアナロ
グ的な調整部分が多いので、いまだに日本が圧倒
的に優位な分野である。低価格の魅力から中国製
の金型に切り替えたために、トラブルで手痛い被
害を受け､再び信頼性の高い日本の金型に切り替
えたというエピソードも少なくない。高品質を要
求する分野ではまだまだ日本の金型が優位を保っ
ているわけだが、量的に多い中･低級品の金型は
台湾製や中国製が市場を席巻したことは改めて言
うまでもない。
日本企業が強いのは技術的な知識に加え、経験
のある職能の高い技能者､技術者を企業内部に多
く抱えているところにある。それは日系の海外生
産拠点でも同じで､企業内での長期的な人材育成
策がその基点となっている9)。このような人材内
部育成型の技術移転は時間はかかるが､確実に現
地にノウハウを移転していく、つまり、海外生産
拠点の企業内だけではなく、高品質の維持のため
には部品､原材料の取引先やディーラーにまで影
響を与えながら、継続的に技術レベルを向上させ
る努力を求めることになり、これが実質的な技術
移転を進めるのである。欧米系の企業では現地人
材の経営管理職層への登用が早いため､一見、技
術移転も急速に進めているように見えるが､実際
にはそれはマニュアルの範囲内のノウハウにとど
まり、それを超えた経営･現場改善のやり方など
を含めた広範なノウハウの移転は行わないのが普
通である。したがって、欧米系の企業のやり方で
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Ｚ在越曰系自動車企業の生産システムは日系企業に較べて当該企業が撤退した場合に現
地社会にノウハウの蓄積があまりなされていない
という問題がある。
現地社会への技術移転のメカニズムを支える根
幹は、小池IC)も強調するように、人材の内部育
成の仕組みであって、言い換えれば企業内で高い
職能（職務遂行能力）を発揮できる人材を如何に
効率的に育てるのかという命題に答えることにな
る｡
そこで､本稿では在越日系自動車企業で行われ
ている人材の内部育成策の事例に注目する。そし
て、職能の向上を狙いとする教育訓練が企業内で
どのように具体的に展開されて効果を上げている
かを述べよう。知識、経験、技能をどのように現
地人材が身につけるかだが､知識についてはベト
ナムでも学校教育で基礎的なものはしっかりと学
んでくるわけで､社内では補完的な知識を身につ
けさせる座学が中心となる。それに対して、技能
は学校で習ってくるレペルは設備の制約もあっ
て、自ずから限界がある。そこで、入社後に集中
的な訓練によって身につけさせるのであるが､そ
れをどのように効率的に行うかは訓練コストや生
産性を考えると､かなり重要な課題でる。
そして、経験は現場でのＯＪＴが中心になる。
日々の仕事に努力することが､少しずつ職能を高
めていくものだが、これは単に長期にわたり働い
ているだけでは身につかない｡業務革新を自ら考
え出して行動に移せるような本来の職能は高まら
ない｡経験から得られた教訓を自分の仕事に意味
づけて､一歩先のことを考え､自ら目標を立てチャ
レンジし、失敗から学んでいく態度形成が重要
で、併せて、それを奨励するインセンティブ．シ
ステムが一方で用意されている必要がある。自主
･自立を唱えるだけで、日々、職能を高めるよう
な人材育成の仕組みを組み込んだものになってい
ないと、改善活動ですらマンネリ化に陥ってしま
うといった危険があることも肝に銘じておくべき
であろう。
ASEANの自動車市場は急速に拡大してきたが、
各国の国内市場の規模はまだ大きくない。とは言
え、同じASEANの国でもタイは商用車が多いの
だが、２００８年には１４０万台もの生産規模となっ
ている。また、インドネシアも５０万台を超える
水準にある。
本稿で取り上げるベトナムの国内販売台数は
2007年は８万台強、2008年が１１万台強にとど
まっている。２００８年秋以降は世界的な不況の影
響から販売台数は大幅に落ち込んだが、２００９年
３月以降は急速に回復傾向を示している(図1参照)。
とはいえ、ベトナムの狭い国内市場に対して、
外資系企業が中心の製造メーカーだが(Vietnam
AutomobileManufacturers！Association 
(VAMA）の加盟企業)、１７社を数え、販売台数
で第一位のToyotaMotorVietnam(TMV)社は
3割程度のシェアを持っているのだが、年間販売
台数は３万台程度にとどまり、最も売れているイ
ノーバという７人乗りのＭＰＶも年間１．２万台
(2007年）ほどの販売台数にとどまっている。
自動車は典型的な大量生産品であるが、このよ
うな生産規模では量産効果を得ることはかなり難
しく、生産規模が小さいほど製造原価は割高にな
らざるを得ない。
組立Ａ社の生産ラインでは、ノックダウン
(CKD）生産と呼ばれるがシャーシー、ドアなど
の車体部品やエンジンを輸入あるいは現地で調達
して、プレス、溶接、塗装および組立を行ってい
る'1)。日本国内の小型乗用車の組立ラインでは、
タクトタイムを約1分／台に設定しているケース
が多いのだが､ベトナムの工場では生産量が少な
いために、３０～４５分のタクトタイムに設定され
ている。そのため、１人１人の作業者が担当する
作業範囲は結果的に拡大することになる。そし
て、Ａ社のように１個流しの混合生産12)形態を
取っている生産ラインでは、組み立てる車種が頻
繁に変化し、それに対応する現場作業者は多品種
の車種の組立もできるより多能的な技能が求めら
２１ 
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れることになる。
図１：ベトナム国内での自動車販売台数（台）
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出所：VietnamAutomobileManufacturers1Association（VAMA）のデータから作成
したがって、人材育成を進めつつ、同時に日常
的に生産革新を推進する生産システムが採用され
ている。また、基本技能の習得のために、社内に
独自の自動車組立作業の事業所内訓練施設を持っ
ており、新人を採用すると自動車の構造などの基
礎的知識からネジ締めなどの実務訓練をここで集
中的に行う導入教育をし、それから現場に配属す
る方式が採られている。
組立メーカーの生産ラインは簡単に言ってしま
えば、少品種中量生産といえよう。それに対し
て、部品メーカーはどうであろうか？たとえば、
Ｃ社の例では、２００２年８月に操業開始し、
ISOl400LTS16949を取得していろ。
また、ベトナム人エンジニアが優秀なので、工
場とは独立して2006年６月にはデザインセンター
を設けて、日本から設計開発の仕事も受注してい
る。
また、２００８年３月からは部品の機械加工もは
じめた。製品はベトナム国内の組立メーカーにも
納入しているが、その割合は低く、むしろ全世界
向けに出荷している。
量産物の生産が中心で品質水準は世界標準であ
る。生産品目がエンジン周りの機能部品であるの
で、かなり精密な加工・組立を要求されるもので
ある。さらに、ＪＩＴ生産に力を入れているので、
現場では生産ロットの切り替えが頻繁におこなわ
れ、中少量生産の性格が強い生産形態である。生
産品目はコストメリットの出る部品'3)に絞り込
まれているのだが、その上で競争力を高めるため
に品質については細心の配慮がなされている。手
作業による組立作業が主体ではあるのだが､技能
訓練を受けた一定の熟練度を有する作業者でなく
てはこの作業をフレキシブルに一人前にこなすこ
とは難しい。
そこで､社内の訓練センターできめの細かな職
業訓練を体系的に展開すると同時に、日常的に高
品質を維持するための仕組み作りに力点がおかれ
ている。日常的に改善活動を組み込み，主体的に
参画しながら職能を高めていくことが、その基本
である。
結局、労働集約的な作り方ではあっても、品質
の作り込みをしているので､品質水準は専ら人材
の質とスキルに大きく依存することになるので、
その意味で社員をどう教育していくかが大きな課
題であり、現場主体の改善能力を備えた職能レベ
ルの高い人材を育成することに注力してきたので
ある。
本格的な技術移転の要の部分でもある工場レベ
ルで展開されている教育訓練の具体的な内容に注
目し、日本の製造業が海外で展開している事業を
2２ 
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通しての現地社会への技術移転のメカニズムにつ
いて検討することにしよう。
目標をどの程度達成したか、そして、個人の成果
の両方を勘案して評価しており、日本と同じよう
にミッションステートメントを決めており、自己
申告で目標を設定して、上司と調整してサインを
する形で目標設定がなされている。
１９９６年に生産を立ち上げる段階で、Ａ社では
海外研修に力を入れてきた。図２のように、設立
当初の５年間は毎年50人規模で推移しており、３
分の２が生産部門、３分の１が販売部門となって
いる。生産立ち上げと共に販売・アフターサービ
ス網の確立に力を入れたことが伺える。８年目に
入った2003年には全体で6名にまで減少したが、
その後はやや変動があるとはいえ、１５～20名の
規模で推移してきている。
ここで注目されるのは海外研修先である。日本
が６２％と圧倒的に多いのだが、これに続くのが
アジア地域の販売拠点のあるシンガポールの１４
％で、タイ９％、インドネシア８％、台湾７％の１１頂
となっている（図３参照)。つまり、当初の立ち
上げ時には日本での研修が多かったのであるが、
日本での研修コストが高くつくことと、アジアパ
シフイック内での協力関係が十分成立するほど
に、タイやインドネシアの生産拠点が実力をつけ
てきていることがその理由である。
３在越自動車企業の人事労務管理の概
要
具体的な人材育成の状況を紹介する前に、現地
で展開されている人事労務管理の状況について簡
単に紹介しておこう。
(1)組立Ａ社の人事労務管理の状況
組立Ａ社は1996年に操業を開始して、従業員
数は1,335人（2008年８月現在）である。採用
者の学歴だが、スタッフ部門は大卒、生産工程の
技能者は高卒と職業訓練校卒が主だが最近は職業
訓練校卒が増えている。技能系は派遣会社からの
契約社員の形で業務に従事(契約期間は基本的に
１年)。１年毎の評価に基づき、２，３年してから
評価が高い人材に関しては正社員として採用する
仕組みである。
人事評価は最終的には取締役以上(日本人4名、
ベトナム人１名）で調整しているが、現場作業者
はＧＬが評価し、事務・技術系のスタッフは課長
が評価し、課長以上は取締役クラスが最終評価を
する仕組みになっている。スタッフ部門では年間
図２:海外研修経験者の部門別構成の推移 図３：海外研修先国
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同社では工場内敷地にトレーニングセンターを
設けており、新人技能者が採用されると自動車の
仕組みや安全教育などの座学などと共に、組立作
業､溶接作業など配属先に応じて集中的な導入教
育がなされている。アクセル関係とか、ハンドル
まわりとかそれぞれの実物のユニットが用意され
ており、それぞれの機構、組み付け方などを現物
で体験できるようになっている。ここで、短期訓
練を受けた上で現場に配属されるのである。
１ＭＶ(InnOvativelntemationalMulti-purpose 
Vehicle）プロジェクト14)に関連して、アジアパ
シフイック内での人的交流も盛んになっている。
日本からの直接的なコントロールを緩め､徐々に
地域内での分業と自立化が本格化するとともに、
得意な分野を持ち寄って相互に技術支援をする仕
組みに大きく舵を取り始めている。それだけ、タ
イやインドネシアの工場のスタッフが力をつけて
きたとも言える。
ちなみに、表１はＡ社の階層別にみた従事年数
と海外研修経験者比率を示したものである。
表１：階層別の従事年数と海外研修経験者比率の構成
誰=こき二海外研修経験者比率（％）
出所：Ａ社内部資料をもとに筆者が作成
ＧＬの７０％が海外研修経験者であって、かつ従
事年数が10年以上とする者が95％を占めている。
TＬ（チームリーダー）クラスでも７０％が従事年
しっかりした人材を育てるには１０年タームで育
成することになり、その後も自己啓発で勉強をし
てもらう。そのような日本型の人材育成の姿をベ
トナムでも忠実に再現していろ。ベトナム社会で
は職務中心で組織を編成するのが一般的であるが、
職能要件を重視した編成にしているのである。
ており、そして、３０％は海外
)ろ。生産担当者の班長、組長篝i蝋二iji二１
クラスに対応するのだが、一方では経験年数（ス
キルの習得、職能の向上）を重視した昇進管理が
行われているまた、事務・技術系社員ではＡＭ
(アシスタントマネージャー）クラス以上の役職
層に注目してみると７４％が１０年以上の長期従事
者であって、海外研修の経験者は５５％と半数以
上を占めている。
入社3年ぐらいまでは導入教育から新人の段階,
で、その後、独り立ちして、多くの経験を積み、
入社１０年ほどで本格的に一人前となって、部下
を持つ立場になる。これは曰本の企業に共通した、
日本での経験を踏まえた人の育成方式でもある。
(2)組立Ｂ社の採用管理
Ｂ社では二輪車と四輪車を組立製造しており、
二輪車部門が１００万台規模の量産工場である点
で、Ａ社とはかなり状況が異なる。従業員数も
5,800名（2008年８月）と多いのだが、四輪車の
工場部門は300人規模にとどまっている。
四輪車の組立工場にはエンジンの組立ラインが
ある。ベトナムに進出している外資企業でエンジ
ンの組立てラインがあるのは同社だけで、「本当
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テンポラリーの契約で１カ月間、その後は正式契
約になり１年ごとの契約更新となり、２年間で見
極めて、３回目の契約更新では期間に定めのない
雇用契約となる。
高卒のテンポラリー契約では最低賃金の8割の
水準'6)である。手当にはサマー手当などがある
が、それ以外に、テト休み前などに各種手当てを
支給している。
ホワイトカラーも最初の２カ月間はテンポラ
リー契約である。定期昇給制度があり、物価上昇
分と－年間の実績の評価を査定した上で昇給幅を
決めているが、年間ではボーナスで1カ月分ぐら
いの査定幅となっている。給料は等級によって
違ってくる。
製造担当の日本人は現場に席を持っており、現
場に出向いている｡｢以前に製造担当の大卒のＭｇｒ
が何度注意しても、いやがって事務所から現場に
出なかったが、日本人のMgrが出向できて、彼は
オフィスに鞄をおくと朝から率先して現場に出て
行くので､これを見てベトナム人Mgrは自分から
現場に机を置いて現場を頻繁にまわるようになっ
た。しかし、現場には行ったが日本人が来たの
で、上の指示待ちになってしまっている」と、国
営企業出身のMgrだが自律的に仕事ができていな
い17)。
むしろ、高専／高卒のチームリーダーからスー
パーバイザーに内部昇進させた女性の方が活躍し
ており、今では国営企業出身のMgrに代わり、優
秀なスーパーバイザーが実質的な仕事をしている。
大卒技術者は機械系出身者が多いが電気でも情
報も計測･制御でも採用している。生産技術は入
社してから教えるので、「結局一番大事なのはマ
インFである。マインFさえあれば専門にはこだ
わらない」との判断であるｄやる気を重視して、
仕事を経験する中から職能を高めることに期待し
ているとも言えよう。
工場立ち上げ段階では現地従業員の日本研修を
大量に実施したが､生産品目が世界の市場に向け
るものなので､新製品を立ち上げる段階では日本
からの応援が月平均７名ぐらいきている。また、
'よ完成品のエンジンを輸入した方が安いのである
が、それでは技術が見えなくなってしまうので、
エンジンについては部品を輸入して現地で組立て
ている」と、採算よりも人材育成に力点を置いた
方針が採られている。とはいえ、四輪の組立工程
は１曰２０台程度の生産台数であるため,溶接工程
や塗装工程も手作業のラインになっている。
技能者（約5,000名）の学歴は高卒である。職
業訓練校卒も高卒と同じ扱いで､特に区別してい
ない。また、高専・短大卒も少数いる。
技能者は契約社員で採用して早くて１年、最長
でも６年で期限の定めのない雇用契約(正社員)15）
となる。「若い会社なので一時に大量に正規雇用
にしてしまうと、塊ってしまうので、毎年200名
ぐらいずつ契約から正社員に切り替えるようにし
て、ピラミッドを形成しようとしている」と、あ
る程度厳選しながら人材を強化していろ。先輩が
後輩を指導しやすいピラミッド型組織の形成に
拘っている。一方、２５才ぐらいまでなら契約が
切れてやめたとしてもＢ社で働いていたことが社
会的にプラスに評価ざれ再就職も容易であるのも
その理由である。
工場スタッフ、営業、管理部門、工場の技術者
などはほとんどが大学卒である。スタッフは基本
的に２ケ月の試用期間が終了した段階で正社員と
して採用されている。しかし、中途採用者につい
ては先に採用された人達との給与水準の調整も
あって、実力の判断期間として１年間の契約期間
を設けており、場合によっては１年後に契約を更
新しないこともある。最近の転職者には国営企業
出身者が増えていろという｡「仕事が面白くない、
チャレンジしたいとの意見で､給与よりもやりが
いを求めてくる」と見ている。ベトナムでは元々
は大卒の男性は国営企業をめざし、女性は外資系
企業に来ていたが､最近その流れが変わってきて
いるという。
(3)部品Ｃ社の人事労務管理の状況
技能系社員は高卒者を採用しているが､最初は
2５ 
Hosei University Repository
た３社はまだ歴史の浅い会社なので、要所要所に
日本人マネージャーが配置されており、日本人に
よる直接管理の体制となっていることも強く影響
しているであろう。とはいえ､将来､現地人マネー
ジャーに任せて日本人が抜けても、基本的な仕事
の仕組みや人材育成の仕組みは踏襲されるので、
これが日系企業の特徴と言うものになってくる。
教育訓練に関しては、Ａ社の事例に見るように
工場立ち上げ段階で大量に日本への研修を実施し
ているが、これは技能者に限らず、国内市場を
狙っているのでマーケティング部門のスタッフの
研修もかなりの人数で実施されている。当初の７
年間ほどは30～50人／年と大規模に実施してい
たが､近年はテーマと人数を絞り込んで実施して
いる。
ｃ社の例に見られるように､新製品の立ち上げ
段階では日本からの応援部隊が支援する形が取ら
れている。経営改善的な体質強化策を打ち出すな
ど特定テーマで改革を必要とする場合には、日本
から支援する体制もできている。現地での生産と
日本母工場での開発を世界中で補完し合うフレキ
シブルな体制が構築されており、人の動きも日常
的にグローバルに動けるような仕組みとなってい
る。
体質強化のための特定テーマの解決のためには月
２名とか、３名が診断チームを編成して日本から
応援に来る。後述する教育訓練施設である道場を
整備するにあたっても、１週間単位で年４回ほど
日本から指導してもらっており、日本本社側が海
外の生産拠点を支援する専門部隊を編成している
のである。
(4)３社の共通項的な人事労務管理の仕組み
】
３社の事例から理解できるように、技能者に関
しては高卒程度の学歴水準を求めて、当初数年間
は契約社員として採用し、３年目ぐらいから期限
の定めのない正社員としての雇用契約に切り替え
る。当然、その間に優秀な人材が残るように厳選
されている。
人事考課は、現場の技能者については一次査定
を現場監督者が担当している。目標管理が導入さ
れているのだが、目標の達成度といった評価は、
日本のようには厳格に運用されてはいない｡事務
･技術スタッフでは、目標を設定し、その達成度
に応じて、Ｃ社のように年間ではボーナス１ケ月
分に相当するほどの査定幅を設定して、かなり厳
しい査定がなされているケースもある。
賃金体系は職位間での賃金格差を明確に区別す
ることが法律で決まっている関係で、国営企業に
準拠させざるをえない。つまり、レンジレートだ
が等級間のオーバーラップはなく、等級間に５％
ほどの水準で格差を設けている。また、一度管理
職に昇進させてしまうと降格ができないという大
きな問題が一方にあり、管理職の採用や内部から
の昇進にはかなり慎重にならざるを得ない。
昇進管理は人員構成をピラミッド型に持って行
けるように、採用管理と合わせて調整しており、
労働力の内部化を進めながら組織作りをしていく
曰本企業のやり方が踏襲されている。つまり、裏
を返せば管理職への昇進には時間のかかるやり方
であるが、これには学歴よりも職能発揮面での実
力（知識プラス経験、実績）を重視して人材を登
用するといった特徴がある。今回事例に取り上げ
４曰本本社の研修体系を現地向けに修
正したＣ社の企業内教育訓練体系
(1)全社的な教育訓練体系
Ｃ社は2003年８月に操業を開始しているが､０５
年当時に技術・技能教育を全社的に担当している
日本本社の技術研修センターから研修担当の専門
家に応援にきてもらい、全社的教育訓練体系を整
備し､計画的な人材育成に本格的に取り組んでいる。
縦軸にスキル水準、横軸に時間軸をとり、生産
が本格的に拡大し始めた２年間をフェーズＩと位
置づけ､充実した教育システムを整備して効率的
な教育を実現することを重視し、特に新人の導入
教育、技能者の基本訓練に力点がおかれている。
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これら計測・読図・ものづくりの研修体系と併せ
て品質管理､TIE､TPMl8)などの専門教育も階層
別に受講する仕組みになっている。
生産系初級カリキュラムで注目されるのは、圧
入・五感（官能を重視した作業）という科目が特
別に設けられている点である。つまり、現場作業
で求められる技能で重要な部分を占める圧入、ネ
ジ締めなど組立作業では五感をフルに活躍させる
必要があって、これは手作業で感覚的にわかるま
でスキルを身体で憶えるのであるが、リーグーク
ラスにはその技能伝承･指導が大事な役割となっ
ており､科目として特別に組まれているのである。
保全系初級カリキュラムでは機械系は機械製
図、ドリル研削、仕上げ１．２、機械組立１．２、
トラブルシューティング１．２などが、計測･制御
系は空気圧１．２、リレーシーケンス、ＰＬＣ１．２、
センサ、トラブルシューティング１．２、PLC３．
４，サーボなどの科目が用意されている。
このように計画的なＯＪＴとOFF-JTを組み合わ
せながら、かなりのエネルギーを注いで人材を内
部育成していることが理解できよう。
当初はコア要員の日本研修から始め、読図、測定
などの職場内教育､基本技能であるネジ締めおよ
び品質チェックの競技会を開催してゲーム感覚を
折り込んで技能向上に取り組んでいる。模擬ライ
ンによる訓練や整理、整頓、清潔、清掃、しつけ
といった５s教育にも力点が置かれている。そし
て､次の段階ではOfT-JTの場でもある技能訓練道
場（研修施設）を開設し、テキストの整備などが
はかられた。併せて品質管理初級、作業改善初
級、保全技能初級、トレーナー育成など社内独自
の技能検定制度を整備している。
フェーズⅡの段階である４年目からはマニュア
ルの充実化による品質水準の向上に一層の力点を
おき、作業改善中級、品質管理中級などの社内資
格取得のための教育を整備している。また、対象
者が中堅者に拡大され、評価者育成とともに、ラ
インバランスや動作改善などの作業研究の教育も
なされろ。
全てが計画通りに実施されている段階にはない
が、このように中長期的に段階を追って人材の育
成像を明確に示していることは、個人レベルでも
目指すものが明確化されていることになり、途上
国で優秀な人材の定着率を高める上でも、効果的
であろう。
さらに、階層別にＣ社の研修体系に注目してみ
ると、新人に対しては導入研修として、製品概
要・安全・５Ｓ・品質管理・ＴＩＥ（Totallndustrial
Engineering)･ＴＰＭ(TotalPreventMaintenan‐ 
Ce）・模擬ラインでの製品組立などが行われる。
併せて、経営理念教育がなされる。その後は現場
でのＯＪＴであり､仕事をしながら経験から学ぶの
である。
経験を積んで現場での中核的な技能者であるア
シスタント・リーダークラスになると、生産要素
技能として、品質チェック、ネジ締めの研修が義
務づけられている。
さらに、リーダークラスに対しては初級研修と
して、計測方法、図面の読み方、ものづくり研修
が共通的に行われ、そして、生産系、保全系に別
れてそれぞれの分野での専門研修が実施される。
(2)研修施設の運営体制
このような全社的な研修体系は表２のようなス
タッフ構成で運営されている。日本人経営者が責
任者ではあるが、日本で研修を受けたベトナム人
のトレーナーが実質的な担当者となっている。各
種研修は同時並行的に実施されており､8人のスー
パーバイザーがそれぞれ事務局を担当している。
これらの研修コースを立ち上げるときには、日
本本社の教育研修の専門家が応援に来たが､現在
ではローカルスタッフが全てを担当している。日
本の教育研修部門で研修を受けた専門スタッフも
いるし、日本から来た教育研修の専門家から教え
てもらったスタッフもいる。現在の研修担当のト
レーナーは１年間曰本で勉強をしており、日本語
の研修マニュアルをベトナム語に翻訳したり、ト
レーニングマニュアル、テキスト類を独自に作成
したりしている。「トレーナー教育（教え方の教
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ジ締め競技会などのイベントも担当しており、保
全技能者には社内技能検定でもある初級認定試験
や２級認定試験が実施されているが、そのための
研修コースも開催されている。
育）に関しては日本から来た専門スタッフが、現
地人トレーナーを対象に教育した」という。
工場に隣接した研修所を道場と呼んでいるが、
ここでは新入社員教育から班長（リーダー）にな
る前の初級研修、品質チェックの競技会とか、ネ
表Ｚ：技能研修担当組織
トレーナ．(名）
事前研修担当
事前研修担当
ペン立て作業
TPM初級
トレーナー
Ｑｃ初級
トレーナー
導入教育（会社ルール）
交通安全
ISO環境管理システム
安全
防火一消火
情報システム
模擬ラインで速度練習
事務局担当（ＳＶ各１名）
品質競技会
ネジ締め競技
ものづくり競
TPM研修
五感研修
Ｑｃ研修
製図、測定器
皿一ｍ－６ｌ６ｌ３ｌ４ｌ１ｌ１ｌｌｌｌｌｌｌｌｌ２ｌｌｌ４
BＯＤ（日本人）
TＣ（現地人）
新人研修
教育センター事務局
出所：Ｃ社内部資料をもとに筆者が作成
生産課に配属となり、さらに２週間は先輩の横で
一緒に立って､作業手順書を利用しながらＯＪＴで
仕事を覚える。その後は工程プロフェッショナル
試験（社内認定制度）があり、担当工程の作業手
順を覚えて、実行できて、かつ、質問にも答えら
れないとこれに合格しない。つまり、工程プロ
フェッショナル試験に合格しないと、ライン作業
に従事することができない。この試験を受けて合
格してから正式の配属となる。結局、ライン作業
ができるまでに３～４週間かかることになる｡｢現
場が大事なので､現場作業者を最優先で育てなく
てはならない。それも新入社員である。どうやっ
て早く作業を覚えてもらって一人前になってもら
うかである」とここが育成の最重点分野となって
いる。
(3)新人教育の具体例
新入社員は曰本のように定期採用ではないの
で、毎週入ってくる。そこで、新入社員研修は毎
週実施されている。１週間缶詰で道場（研修所）
で研修を行い、その後で現場に配属される。研修
内容は製品の概要、安全、５S、品質管理、TIE、
TPM、模擬ラインでの製品組立がおこなわれる。
新人技能者の導入教育の具体的な内容は表３の
ようになっている。１週間の研修期間中に作業は
どのようなことをするのかを教え込むのである。
あわせて、Ｃ社の従業員としての心構えと必要知
識、経営理念であるｃ社ｗａｙの伝承といった点
にも力点が置かれている。
社内研修施設である道場での研修が終わると、
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表３：新人の導入教育
● 
１導入研修課題
①安全
・台車、通い箱：現物で安全な運搬を考える
.重量推測：目測で重量を推測する、手でもって重量を推測する
②品質管理
・ボールペン：不良ボールペンを手にしたお客様の気持ちを知る
・製品で品質評価技能を学ぶ
③5Ｓ 
、レゴブロックルゴブロックの組立を通じ、５sとは何かを考える
④計測
・ノギス：計測器の正しい使い方を学ぶ
.マイクロメータ：計測器の正しい使い方を学ぶ
⑤コストと納期、作業要領
，折り紙：折り鶴でコストと品質、ムダを理解する
.ペグポード：作業スピード100を体感する
.トランプ：作業スピード１００を体感する
Ｚトレーニングラインでの作業演習
・標準作業
・作業要領書：模擬ラインでの組立を通じ、稼働率と作業要領書の意味を理解する
(4)品質チェック競技会とネジ締め競技会 ③標準見本による選別作業：不良品を選別する
④不良箇所の発見:不具合事項を指摘する
⑤寸法測定：寸法を正確に測定する
⑥異物検出：異物を検出する
⑦図面と部品の対比：図面との違いを指摘する
生産要素技能を競う、品質チェック競技会とネ
ジ締め競技会の内容について紹介しておこう。ま
ず、品質チェック競技会であるが、参加者全員を
対象に｢事前研修２２時間」を実施し、「品質第一
のｃ社way｣を伝承することの重要性を認識させ
た上で、以下の①～⑦の競技課題について、品質
チェックのスキルを競うのである。
品質チェック競技会の実績は表４のように１月
頃と９月頃に毎年交互に開催されてきた。２００７
年の実績では７２名が事前講習を受けて、本選会
には２０１名が参加している。そして成績は７０．７
％と2006年に比べて１０ポイントほど上昇してい
る。日本の成績と同等かもしくはそれ以上である。
①限度見本による選別作業:不良限度を見つける
②材料チェック、寸法の目測：目測で測定する
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表４：品質チェック競技会の実績
2006 
1月１０日
７２名
２００名
６１．１ 
２００７ 
９月３０日
７２名
２０１名
７０．７ 
２００４ 
１月３０日
４５名
８０名
６０．４ 
２００５ 
８月２１日
５２名
１０５名
５５．１ 
開催
事前研修参加数
本選会参加数
成績（％）平均／満点
出所：Ｃ社内部資料をもとに筆者が作成
現場作業で頻繁に出てくるネジ締め作業の基本
技能を競うネジ締め競技会では、ネジ締め技能を
評価しやすいような要素(締め付け位置の精度や
締め付けのトルクの正確さなど）を組み込んだ同
社独自のモデルを開発しており、図面を見なが
ら、ネジを締め付けて組み立てるのである。この
モデルを使って競うのである。
ネジ締め競技会の実績は表５のようになってお
り、2007年の事前研修参加者は７９名で、成績は
87.7％であった。これも日本の成績と同等もしく
はそれ以上である。
表５：ネジ締め競技会の実績
2007 
1月２７日
７９名
８７．７ 
開催
事前研修参加数
成績（％）平均／満点
出所：Ｃ社内部資料をもとに筆者が作成
試験内容は、①学科（４科目）、②品質監査実
技、③五感で評価する実技試験、④組み付け実
技、⑤測定実技、⑥機械製図実技であって、これ
に受かると、人事から正式に認定されてリーダー
(班長)候補としての格付けがなされる。つまり、
この試験が班長になる前の登竜門となっている。
先に述べたように、併せて専門研修として、TIE、
品質管理、ＴＰＭのコースが道場で開催されてお
り、これも受講することになる。
さらに、班長クラスの教育研修を充実させよう
と中級検定も準備中である。これは４科目の学科
試験と実技があり、品質監査や組立課題、製図が
含まれる。保全担当者の場合には保全の技能検定
試験が中級まで用意されており、機械組立、シー
ケンスなどの講座があり、この成績で評価され
る。中級取得が班長への昇進の条件でもある。
(5)リーダー資格である生産初級認定制度
技能者は自分の工程を覚えると、次に異なる工
程を覚え、ライン全体の作業を担当できるレベル
になるとラインリーダーとなる。組立ラインの
リーダーとして、最低限必要とされる知識･技能
の水準を｢生産初級｣と定めており、習熟レベルを
確実に評価する仕組みが作られている。
生産要素研修（機械製図、測定器、ものづくり
に36時間)、品質管理初級（ＱC7つ道具、管理図
の見方、書き方に１６時間)、ＴＰＭ初級（日常点
検、清掃、給油、保全、五感トレーニングに８時
間)、五感、圧入（圧入の概要、五感による異常
発見、五感による原因追及：８時間）の講座を受
講し、事前研修・自主研修（４０時間）によって
試験に備え、年度末の認定試験を受けるのである
(08年の初級認定試験参加者数は８３名)。
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したがって、ほとんどがマニュアルの組立作業
であるので､仕事の性質から精密加工を行うよう
な高度熟練工は必要される段階にはない｡段取り
替えも大掛かりなものは男性の技能者が担当して
いるが、多くは女性技能者で済んでしまう。むし
ろ、全体的に女性化を推進しており、段取りの簡
単化･短縮化､工程内不良率の減少を目指している。
以前から改善提案制度を実施してきたが、提案
件数の目標が年間２件／人と少なかったので、現
在では月１件／人に引き上げている。改善提案の
例をあげると、「不良が減った」とか、「抜き取り
検査の時に一緒にやると工数が下がる」とか、「現
場で掛け持ちをすれば工数が下がる」とか、比較
的簡単に実施可能なものが多く、むしろ、高度な
改善提案を狙うのではなく、提案件数を多数出さ
せることで、小さな改善を積み上げていく形であ
り､モラールの向上に大きな意義があるといえよう。
改善提案事務局が組織化されており、改善提案
に対する報奨金は多い場合は100万ドン／件､最
低でも5,00Ｏドン／件を出している。これは書類
に書いて出さなければもらえないので､書類に書
くということを習慣化することを重視しており、
これがレポーテイングの賎教育にもつながってい
ろ。また、生産工程は労働集約的な精密な組立作
業が中心であることから、作業者のモラールを向
上させることが肝要であることからもこのような
活動に力を入れている。
日本の現場では「ほうれんそう（報告・連絡・
相談)」が教育の基本だが、現地でもそのような
研修がなされている。しかし、「これを受講した
トレーナーであるスーパーバイザーが「ほうれん
そう」を十分に実行しないため、結局は日本人出
向者が介入せざるを得ない」とまだ慣行化される
には至っていない。大卒の生産技術者についても
｢こういうことが大事だと教えてもなかなか理解・
実行にまでつながらない」と、日本人と一緒に働
きながら機会指導などを通じて曰常的なOJTの中
で継続的に教え込んでいく形になっている。
現状では保全担当スタッフが自前で開発する設
備は改善道具的な簡単なものの段階にとどまって
おり、本格的な設備ではない。「技術的なレベル
も修理屋さんのレベルであるので、少しずつレベ
ルを上げようとしている」と将来的には設備改善
などに対応できるように育成に力が入る。新製品
の立ち上げ段階では現場スタッフと一緒に日本に
行かせて、新しい生産設備の勉強をさせている
し、定期的に日本の技能研修センター主催で行わ
れる研修にも参加させ､保全スタッフの育成に力
を入れているＯ
「社内検定制度はベトナム独自のもので、日本
の技術研修センターと一緒に開発したのである。
日本の社内検定レベルは、現地の水準に合わない
のでそのままでは使えない。ここでは専用機を使
いこなせることが最優先である。日本では設備が
自動化していてプログラムを入れ替えるとかの作
業が出てくるが、こちらでは労働集約的にやって
おり、プレスでも－個ずつ曲げるとかで、設備が
違いすぎる」と生産システムの違いがあるのでそ
れを前提として社内検定制度や技術･技能の養成
制度を質的にやや変えざるを得ない。
「現場技能の社内検定では、手作り組立作業の
中で官能を重視した部品検査をしたり、品質管理
の基本的な能力を重要視している。保全はシーケ
ンサーとか､油圧とかも担当するがそれほど高い
レベルにはない。日本ではシーケンサーだけのレ
ベルの高い社内検定があるが､ベトナムでは設備
の自動化レベルも低いのでそのようなことをやる
状況にはない｡設備改善の時に溶接のやり方や板
金について教えてはいるが､簡単なレベルにとど
まる」とのことであった'9)。
(6)曰常業務遂行の中で展開されるｏｎ
自動化の進んだ日本と比較して、中少量生産品
を低コストで生産するために、「人手で作業する
工程を前提として最低限の機械化と徹底した動作
改善活動を促進することで､高品質と高生産性を
狙いとしたライン編成」20)がなされている。
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前の会議とかに加わる。生産準備のステップの中
で社長､工場長がフォローアップできるような会
議が設けられている。
生産技術の現地人スーパーバイザーは新製品の
立ち上げ時やトラブル対応で直接、マザーエ場の
生産技術や品質保証の担当者と電話で連絡を取り
ながら、仕事が進められる。「このクラスは一期
生なので日本語もわかる層なので、曰本語でやり
とりをしている」という。その下のスタッフはこ
のような対応はまだできない。生産立ち上げ段階
にサポートできていた曰本人スタッフに、その後
のフォローもしてもらう形になっている。「最近
は電話会議が多く、いろいろな状況を報告しなが
らアドバイスをもらう形である」とこれがまさに
日常業務の中での機会指導となっている。
品質面で不良が大量に出てしまったり、機械が
故障したり、ある部品が入ってこないとか、日常
的に必ず問題が起こるものだが､緊急で部品を飛
行機で運ぶようなこともあるなど、トラブル自体
は日本もタイもベトナムも同じであるが､ベトナ
ムではトラブル処理のために、治具を直すとか、
設備を改善するといった対応に時間がかかるのが
実情である。
これに十分対応できるまでにはまだ人材が育っ
ていない。「人材は全体的に不足しており、特に、
日本人的な考えを持ったMgrが不足している。ま
た、ベトナムの経理は勉強しているが、日本の経
理を理解できる人材も不足していろ。企画担当者
や人事教育関係にも日本的な人事教育を担当でき
る人材がいない。法務担当もいないし、通訳も最
近は曰系企業が大量に出てきているので良い人が
採れない」と生産部門の保全担当者、生産技術
者、現場監督者などは人材が育ってきているが、
間接部門のスタッフ、Mgrの人材不足が顕在化し
ている。そして、日本人Mgrと同じような働き方
ができるまでのレベルにまで育つのにはかなり時
間が必要とされると見なしている。
備、これから使う部品で全てを作ってください」
と言う要求に答えることになる。
工程設計､構想から入れると生産までのリード
タイムは２年ぐらいであり、日系の組立メーカー
であれば本格生産の半年前には部品を供給できる
体制に持っていく必要がある。そこから遡って１
年弱かかり、ベトナムで訓練をして生産に入るま
でに３ヵ月ぐらいかかるので、都合１年半から２
年ぐらいかかってしまう。
日本でも立ち上げの段階では同じ手間なのだ
が、ベトナムでは２度手間になる。つまり、日本
で立ち上げて、改善し、顧客に確認をしてからベ
トナムに生産移管して、再度顧客に確認が必要と
なり、加えて作業者の訓練期間も加わるので日本
よりも約３～４割ぐらいの時間が余分にかかるこ
とになる。これはＣ社のタイエ場でも事情はほと
んど変わらない。
「組立Ｄ社からは号試のイベントより前の研究
所段階で設計評価する車輌の部品を持って来てく
れと言われるし、海外メーカーではもっと早くて
一年前ぐらい前にISIR(InitialSampleinspection
report）をやることになる。開発期間がどんどん
短縮化してきている」と部品メーカーにとっても
厳しいスケジュール管理が求められ、それに柔軟
に対応できる体制を築くのは並大抵の努力ではな
い。生産と開発を世界中で補完しあう柔軟な体制
を如何に構築して行くかであるが､ベトナムの工
場もその中に参加し、重要な役割を担っているの
である。
(2)新製品の立ち上げプロジェクトが重要
な機会指導
大がかりな新製品では、社長以下、技術者、現
場監督者クラス、営業担当まで加わる新製品曰程
会議が最初にある。企画・曰程計画が決まり、具
体的な設備の設置段階になると現場監督者クラス
までがプロジェクトメンバーに加わる。テストラ
ン段階では現場の技能者がさらに加わる。社長は
その都度に節目の会議､たとえば本格生産に入る
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るように、調整しており、労働力の内部化を進め
ながら組織作りをしていく日本企業のやり方が踏
襲されている。つまり、裏を返せば管理職への昇
進には時間のかかるやり方だが、これには学歴よ
りも職能発揮面での実力（知識プラス経験、実
績）を重視した人材登用になっている。今回の事
例３社は歴史の浅い会社なので、要所要所に日本
人マネージャーが配置され、日本人による直接管
理の体制となっていることも強く影響しているの
であろう。とはいえ、将来、日本人が抜けても、
基本的な仕事の仕組みや人材育成の仕組みは踏襲
されるので、これが日系企業の特徴と言うものに
なってくる。
教育訓練に関しては、Ａ社の事例のように工場
立ち上げ段階で大量に曰本への研修を実施してい
るが、これは技能者に限らず、国内市場を狙って
いるのでマーケティング部門のスタッフの研修も
かなりの人数で実施されている。当初の７年間ほ
どは３０～５０人／年と大規模に実施していたが、
近年はテーマと人数を絞り込んで実施している。
Ｃ社の例に見られるように、新製品の立ち上げ
段階では日本からの応援部隊が支援する形が取ら
れている。経営改善的な体質強化策を打ち出すな
ど特定テーマで改革を必要とする場合には、日本
から支援する体制もできていろ。現地での生産と
日本母工場での開発を世界中で補完し合うフレキ
シブルな体制が構築されており、人の動きも日常
的にグローバルに動けるような仕組みとなってい
る。
生産の移管段階での教育は母工場への派遣研修
などを通じたものが中心で、現場作業者、監督者
層の育成に重点が置かれる、その後、現地採用者
などを含めて、日本人スタッフによる指導が続け
られる。また、事務･技術スタッフも、日本の母
工場への派遣研修が行われるが､研修期間は技能
者に較べると長くなる傾向が見られる。その後は
テーマと人数を絞り込んでも継続的に人材が日本
研修を実施していろ。
当初の日本研修では座学で日本語､図面の読み
方、品質管理の基礎、製品知識などを学び、さら
しかしながら、自動車および同部品のような機
械組立産業での中少量の生産システムでは、大型
の自動化投資を抑制して、人海戦術で製造コスト
を安くし，コスト競争力をつけようとのニーズが
高まる。その場合に、日本国内での自動化が進ん
だ自動脱着や自動搬送，自動取り付けなどの自動
工程を人手に戻して設備投資を抑制する対応がな
されることが多い。その結果，残った部分的な手
作業工程ではかえって作業編成が困難になると
か,作業性が悪く煩雑になるといった問題を発生
させてしまう。むしろ、コスト競争力をつけるに
は全自動ラインから自動化工程を減らすやり方で
はなく、人手で作業する工程を前提として、品
質,性能を維持するために最低限に必要な安い機
械化と徹底した動作･時間研究の促進や、技術・
ノウハウを身につけた多能的な職能の高い技能
者、技術者の蓄積が必須となる。人材育成をセッ
トにした改善活動が効率の良いフレキシブルな生
産システムを編成･維持する上での基本施策とな
るのである。
そこで展開される労務管理施策の特徴は、技能
者に関しては高卒程度の学歴水準を求めて採用
し、当初数年間は契約社員として働き、３年目ぐ
らいから期限の定めのない正社員としての雇用契
約に切り替える。当然、その間に優秀な人材が残
るように厳選される。
一応、目標管理が導入されていても、現場技能
者は目標の達成度といった評価は、日本ほど厳格
には運用されていないが、事務･技術スタッフで
は、目標達成度に応じて、年間でボーナス1ヶ月
分に相当するほどの査定幅を設定して、厳しい査
定をしているケースもある。また、賃金体系は職
位間での賃金格差を明確に区別することが国営企
業のために法律で決まっている関係で、レンジ
レートだが日本のように等級間でラップさせない
で､等級間に５％ほどの水準で格差を設けている。
また、ベトナムでは一度管理職に昇進させてしま
うと降格ができないため、管理職の採用や内部か
らの昇進にはかなり慎重にならざるを得ない。
昇進管理は人員構成をピラミッド型を維持でき
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に母工場でのOJTを中心とした研修でいろいろな
ことを経験する中から学ぶ態度教育に力を入れて
いるのである。つまり、ものづくりの基本的態度
形成のための知識、技能、経験を身につけること
になる。５s（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ)、
ほうれんそう（報告、連絡、相談という職場内で
のコミュニケーションの基礎)、作業研究、改善
活動などの現場レベルでの展開のやり方。ＪＩＴ
(ジャストインタイム）生産の実現のための生産
技術に関連した技法などを学ぶのである。
日本人スタッフからの評価ではベトナム人は勤
勉で真面目で優秀との評価が多い。特に技術者の
優秀さは目立ち、Ｃ社のデザインセンターのオペ
レーションを見てもそれを理解することができよ
う。時間をかけながら，つまり経験要素を重視し
ながら技術ノウハウを身につけさせる内部養成型
で職能を高める曰本型の人材育成に姿が見えてく
る。
ベトナムを単なる生産拠点としての活用にとど
まらず、現地人材を時間をかけながら育成．活用
しながら、ノウハウの移転を進めているのであっ
て、欧米の企業のように短期間内に表面的なマ
ニュアル通りのノウハウの移転を進めると，それ
以上のノウハウは一切教えないというスタイルの
経営とは大きく異なるのである。その意味から現
地人材の職能を高めながら実質的な技術移転を促
進する日本企業の経営スタイルというのは歓迎さ
れる存在でもあるし、現地社会へのインパクトも
大きいと言えよう。
゛での指導を積極的に実施していた。
3）Ｊ・Ｍ・ストップフォード、Ｌ・Ｔ・ウエルズＪｒ．
（山崎清訳)『多国籍企業の組織と所有政策』ダ
イヤモンド社、1976年
4）川上義明「現代企業のグローバル化に関する検
討-多国籍業論的アプローチとその限界一」『福
岡大学商学論叢』第48巻第２号平成15年９月
5）関下稔「人的ネットワーク重視型多国籍企業の
台頭とその組織理論一多国籍企業の海外子会社
とは何か(4)－｣『立命館国際研究』17-1,2004
年７月
6）台中関係が今のように簡単に交流できず正式に
は進出できなかった頃に､バミューダにペーパー
カンパニーを設けて、進出していた鴻海精密工
業（FOXCONN）は３０００人規模で金型工場と
コネクターの生産を行っていた。自動車や精密
機器の産地でもある深センや広州には香港企業
と手を組んだ台湾の企業が大量に進出しており、
このような企業が地元の郷鎮企業と連携するな
ど，華僑ネットワークを中心として技術移転の
流れが強かった。
7）2000年当時、日本の中小企業が－通り揃えると
４００万円にもなるソフトが深センや東莞で５００
円～千円ぐらいで流通していた。
8）八幡成美「中国の金型産業の技術水準と人材の
質」アジ研ワールドレポート第６９号、２００１年
で急速に金型技術をキャッチアップする中国企
業の人材の問題を論じた。
9）アイシン精機の伊藤要蔵氏（「海外現地法人にお
ける人材育成」『品質』VoL37No.'）はＴＱＭ
活動を通した①チームで行う経営、②解雇を最
小限にとどめる政策、③厳しい品質管理、④作
業者の企業への参画、⑤労使間の人間的交流を
特徴としてまとめている。「技術力」だけでは、
グローバル競争で勝ち抜く製品のQ-C-Dは生み
出せない。これを継続的に生み出すには､成長分
野の選定と資源投入を的確に実施するトップの
戦略的方針管理の実施、新製品を効率的に生み
出す製品開発システムの確立、それに技術･技能
の高い人材を育成するシステムの確立などの｢マ
一注
1）最近の状況は「わが国製造業企業の海外事業展
開に関する調査報告-2009年度海外直接投資ア
ンケート結果(第２１回)-｣国際協力銀行を参照。
2）八幡成美･水野順子『日系進出企業と現地企業と
の企業間分業構造と技術移転一タイの自動車産
業を事例として』アジア経済研究所、1988年で
タイの日系自動車企業と現地企業との取引関係
を通じての技術移転の問題を論じた。当時、協
力会を組織化するなどして、現地企業に品質面
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在越日系自動車企業における人材内部育成型の技術移転
ディーゼルエンジン用のエグゾースト・ガス・
リサイクルバルブ（ＮＯｘを減らすためのもの)、
アクセル・ペダル･モジュール、デューティ・コ
ントロール・バルブ（ガソリン蒸気を活性炭に
吸着させる弁)、オートマチック・トランスミッ
ション・リニア・ソレノイド（トランスミッショ
ンの油圧を切り替える装置)、ＶＣＴ（エンジンの
吸排気のカム・タイミングをずらして，排ガス
規制や燃費向上に使う）など、物流コストの安
いエンジンまわりの小物部品を製造し、輸出し
ていた。
14)ピックアップトラックなどを海外向け専用に新
たに開発し、世界規模の最適生産・供給体制を
構築しようとするもので、エンジンなどの主要
部品も、タイ、インドネシア、フィリピン、イ
ンド、ベトナムなどの各工場で役割を分担して
生産し、車両生産国に供給する。
15)法律では３度目の契約では正社員と採用するこ
とになっている。-
16)最低賃金は法律ではこの地域の外資系企業は
56.3ＵＳドル、同社の有期契約の技能工は140万
ドン（当時のレート１$＝1.7万ドンで換算すると
８２．４ドル）手当込みである。
17)国営企業では、－度でも給与が上がってしまう
と法律でその後は下げられないことになってお
り、採用・昇進は慎重にならざるを得ない。
18)ＴＩＥとはTotallndustrialEngineering、ＴＰＭと
はTotalProductiveMaintenanceの略
19)年度は中級レベルの教育を準備している段階（中
級は０９年度にトライヤル、１０年度から正式導
入）であり、上級までの広がりは、まだ具体化
していない。
20)高野健一郎「設備・工程設計へのＴＩＥ思想の反
映」『デンソーテクニカルレピユー』VoL9NoJ
（2004）ｐ4９ 
ネジメントカ」を強調している。
また、光富敏夫氏（｢HAMの２５年の歩みと人材
育成一HondaofAmericaManufacturing」『品
質』VoL37No,1）はアメリカでの経営の中でい
かに人材育成に力を入れてきたかが紹介されて
おり、今後はグローバルな視点での人材の確保
と育成、活用が緊急課題であるとしている。
１０)小池和男『海外日本企業の人材形成』東洋経済、
2008年
11)八幡成美「在越進出企業の生産体制と資本財の
調達｣水野順子編著『新興諸国の資本財需要』ア
ジア経済研究所､２０１０年で、ベトナムに進出し
た日系自動車メーカーの生産システムの特徴に
ついて、より詳しく紹介している。本稿ではそ
こで書けなかった人材面について整理した。
12)自動車の組立作業というと、同じ種類の車を大
量に作ることがイメージされるが、現代の自動
車工場では、注文に応じて生産するので、一台
の注文を受けると受注した仕様の車を作るため
に、仕様に合わせて－台分の部品を揃えて組み
立てる一個流し生産の考え方が基本になってい
る。たまたままとまった数の注文があれば同じ
車種の生産が続くことになる。混合生産という
のは注文を受けた車種を例えば､３台の注文を受
ければ３台分、1台しか注文を受けてなければ１
台分の組立を同じ生産ラインの中で行うことを
指しており、作業者から見れば多種多様な車種
の車がランダムに流れてきて、同じ作業者がこ
れに対応することになる。
13)調査を実施した２００８年夏当時の生産品目はエア
フロメータ（エンジンに入ってくる空気の流量
をはかるセンサー)、バリアブル・インダクショ
ン・コントロール・アクチュエータ_（エンジ
ンに入ってくる回路を開閉して排ガス規制をし
たり、燃費効率を良くしたりするシステム）、
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